
 

 

                   平成 28 年 11 月 21 日 

 国土交通政策研究所 

 

「広域災害発生時におけるモード横断的な貨物輸送に関する調査研究」に 

関する記事の補足説明及び報道発表資料の訂正について 

 

本日、朝日新聞朝刊(1,35,38 面)において、当研究所の研究成果の一部を取り上げられ、

記事「南海トラフ地震 物流最大７割減 高速・鉄道・港湾に打撃」が掲載されました。

本研究は、7 月 22 日に「国土交通政策研究第 131 号「広域災害発生時におけるモード横

断的な貨物輸送に関する調査研究」として公表したものであり、今回、記事に関する補足

説明及び報道発表資料の訂正を行うものです。 

 

○記事の補足説明について 

記事で取り上げられている貨物輸送ネットワーク寸断の条件設定のうち、復旧期間や

被災ルートの設定等（「被災後、道路が完全に復旧するまでの期間」で示されている区間

や６ヶ月という復旧期間等）については、貨物流動の試算を実施するための前提条件の一

つとして、国政研が便宜的に設定したものであり、試算結果を示したものではありません。 

条件設定にあたっては、東日本大震災後に国土交通省が取り組んでいる被災に強いル

ートの設定や公共施設の耐震補強などについては十分に考慮しておらず、極端な条件設

定であることから、現実的にそのような事態が発生するとの想定を行ったものではあり

ません。なお、政府中央防災会議における南海トラフ巨大地震の被害想定（H25.3.18 発

表）においては、「１ヶ月後に、高速道路は一般車両を含めて通行可能となる。」とされて

います。 

 

○報道発表資料の訂正について 

7 月 22 日に公表した報道発表資料におきまして、「インフラの寸断箇所と復旧期間を

整理し、長期的に貨物輸送ネットワークが寸断する事を示した。」と記述しております。

この部分は、貨物輸送ネットワークが寸断する「条件を設定」したものであり、誤解を

招く表現がありましたので、以下のとおり訂正致します。また、今後のレポートの取扱

については改めてお知らせいたします。 

7 月 22 日 報道発表資料 要旨 （２）調査研究内容 １行目 

誤：長期的に貨物輸送ネットワークが寸断する事を示した。 

正：長期的に貨物輸送ネットワークが寸断する条件を設定した。 

※7月 22 日 報道発表資料 別紙 

 

お問い合わせ先 国土交通省 国土交通政策研究所（中央合同庁舎 2 号館 15 階）        

研究調整官  廣松（内線 53835）  研究官  小田（内線 53838） 

電話： 03－5253－8111（国土交通省代表）  03－5253－8816（国土交通政策研究所直通） 

FAX： 03－5253－1678  Mail：pri@mlit.go.jp URL： http://www.mlit.go.jp/pri/ 

 



 

 

                   平成 28 年 7 月 22 日 

 国土交通政策研究所 

 

国土交通政策研究第131号 

「広域災害発生時におけるモード横断的な貨物輸送に関する調査研究」の公表 

～南海トラフ巨大地震を想定した貨物輸送への影響や事前対策の効果をシミュレーション～ 

 

国土交通政策研究所は、南海トラフ巨大地震を想定した、応急活動期以降の復興活動・

事業再開期におけるサプライチェーンに着目し、貨物輸送への影響や課題、事前対策の

効果について調査研究を行いました。 

本調査研究では、地震被害が最大となるケースにおいて、道路・鉄道・港湾といった輸

送インフラの被災状況などから、シミュレーションにより貨物輸送への影響を把握し、

ボトルネックを抽出しました。そのうえで、事前対策の効果を検証し、広域災害に備えた

全国レベルでの貨物輸送のあり方について、今後の官民による事前対策の検討に向けた

提言をまとめました。 

◆要旨 

（１） 背景・目的 

 支援物資輸送など応急活動期以降の、復興活動・事業再開期におけるサプライチェーンにおける貨

物輸送に関する課題については、十分な検討がなされているとはいえない。 

 ケーススタディによって広域災害対策の効果を検証し、広域災害対策の推進、防災・減災に資するこ

とを目的としている。 

（２） 調査研究内容 

 インフラの寸断箇所と復旧期間を整理し、長期的に貨物輸送ネットワークが寸断する事を示した。 

 貨物需要予測を行い、需要の落ち込みと回復の状況を定量的に示した。 

 迂回輸送・異モード代替輸送の可否を検討し、輸送の受け入れ可能容量を定量的に示した。 

 シミュレーションを行い、リソース不足等により貨物輸送の取りやめが発生する事を定量的に示した。 

 ケーススタディを行い、事前対策の有効性を定量的に示した。 

（３） 総括 

 需要面・供給面、対策実施の時間軸、ソフト・ハード種別、官民の関係主体相互の連携等、多角的

な視点での協議や検討が有効である。 

 発災後もボトルネックが発生しない対策の検討が必要であり、異モード連携促進に向けた検討が有

効である。 

本調査研究の結果が、日本における広域災害対策を推進するための参考資料として活用される

と期待されます。本報告書の概要については別紙をご覧ください。 

お問い合わせ先 国土交通省 国土交通政策研究所（中央合同庁舎 2 号館 15 階）        

研究官  小田（内線 53838）  研究官  藤家（ふじけ）（内線 53838） 

電話： 03－5253－8111（国土交通省代表）  03－5253－8816（国土交通政策研究所直通） 

FAX： 03－5253－1678  Mail：pri@mlit.go.jp URL： http://www.mlit.go.jp/pri/ 

 

別紙 


